
順位

Ｈ２０

6.41

Ｈ１８

0.75

Ｈ17

0.3

Ｈ１８

5.06

357,621 6.41

42,16154,160

0.75

6.11

116,002

178,425180,713 5.36

0.3

0.75

190,204

73.9 73.9

54.253.5

指標５
（単位：　）

67.4

179,744 180,415

5.06

38,103

126,340 154,260

平成21年度　施策評価シート

基準年
H22

実績値

H19 H20 H21

人件費

◆総合計画における位置付け等 平成21年8月3日記入

指標４
（単位：世帯　）

総事業費・人員
（単位：千円・人）

199,459

49,186 51,601

３　事業費                       　　　　　　　　　　     （単位：千円）

事業費

平成20年度（決算）

386,845 357,621

市民局

市民協働推進課

１　施策の目的

片野　憲治課長名

第７章　個性豊かなコミュニティづくりを進めます

コミュニティ活動の支援

年度

　自治会を中心とした地域活動の身近な拠点として自治会集会所の取得促進、ふれあい広場の設置・整備を進め、防災、防犯、環境美化
等の地域に根ざした自主的で多様な活動やこの活動を支える地域コミュニティ活動の支援することを目的とする。

平成19年度（決算） 増減の主な理由

２　施策の概要
　地域の活動拠点となる自治会集会所取得及びふれあい広場の設置・整備を進め、地域活動の拠点整備を図る。
　地域活動の中心を担う、自治会の加入促進のため、相模原市自治会連合会と協働して自治会加入促進活動を進め、自治会加入世帯の
増加を図る。
　平成21年4月1日現在
　自治会集会所は、５９２自治会のうち、３２１自治会の自治会が自治会集会所を取得（借用を除く）
　ふれあい広場は、３７箇所が設置
　自治会加入世帯数は180,204世帯

548 504

目標値の考え方（根拠）指標の基準値の定義

市民一人あたりの
事業費（単位：円）

４　成果・活動指標

＊年間の人件費はＨ19、Ｈ20ともに805万円/年とし、人口は、70.6万人（Ｈ20.4.1現在）、71.0万人（H21.4.1現在）とした。

自治会加入世帯数

実績値 目標値

自治会集会所取得状況

ふれあい広場設置状況

目標値 実績値実績値 目標値 目標値

30.4 31.631.030.4

73.973.9 73.9

53.9 54.2 54.254.2

総事業費・人員
（単位：千円・人）

指標２
（単位：% ）

総事業費・人員
（単位：千円・人）

53.9

0.3

69.6指標３
（単位：% ）

総事業費・人員
（単位：千円・人）

386,845357,621

180,200180,100

基準値

ふれあい広場設置数÷ふれあい広場設置計画数=平成16年度
末ふれあい広場設置数：31÷ふれあい広場設置計画数：46箇
所（1公民館区2箇所×23公民館区）=67.4%

総事業費・人員
（単位：千円・人）

179,900 180,000

指標１
（単位：% ）

平成18年4月1日現在の旧相模原市、旧城山町、旧津久井町、旧
相模湖町、旧藤野町の自治会加入世帯数

平成20年度調査を基準とする。地域活動への支援、
活性化の事業の充実に伴い、市民活動へ参加する市
民が毎年0.6％増加することを目標に設定する。

基準年度（平成１８年度）の自治会集会所取得済自
治会数に各年度の自治会集会所（建物）取得予定数
を加算して算出された基準値を目標として設定す
る。
平成18年度以降のふれあい広場の新規設置計画を目
標値として設定する。

地域活動への参加率

17120

平成18年４月１日の加入世帯数に対して、平成15年度か
ら20年度までの年度ごとの加入世帯数の増加数実績に
準じた世帯数の増加を目標として設定する。

平成20年度の市民アンケート「地域活動への参加率」

集会所取得自治会÷総自治会数＝平成18年4月1日集会所取得
済自治会：319÷総自治会数：597＝53.5%

施　策　名

政策名（章）

基本施策名（節名）

2

1

指標４

指標３

指標名

指標２

指標１

4

3

施策コード

評価担当局

施策所管課

基本目標 学びあいあたたかさのある福祉文化都市をめざして

第１節　市民主体のまちづくり

　　 　

　 　 　 　

　

　

　

　

  



最小の経費で最大限
の効果を得られるよ
う、効率的に事業を実
施している

課題
市の世帯数の増加に比べ、自治会加入世帯数が低迷しており、地域活動への影響が懸念される。
また、自治会活動の担い手不足の課題が顕在化している。

解決策

　自治会活動の活性化に取り組むため、従来からの支援と併せて、市と市自治会連合会が、役割を明確にし、
協働して加入促進活動を実施するとともに、全庁的に加入促進策を検討することにより加入世帯数の向上に繋
げる。
　住宅の開発許可や大規模な建築の確認申請、ごみ集積所の設置申請時に施工主や開発業者へ居住者の自
治会加入を促進するようお願いし、自治会と施工主又は開発業者が自治会加入について話し合う機会を設け
る。
　また、加入チラシの見直しを図り、紙面の充実や自治会報「さがみはら」、広報「さがみはら」に自治会活動の
記事の掲載、ＦＭさがみのＣＭ放送などを利用して、自治会加入及び活動の参加を呼びかけている。

4　2　1効率性

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

９　３次評価及び意見（評価結果及び課題・解決策について、必要に応じて意見を記入）

３次評価

B

　地域での課題解決に行政としてどれだけ寄与したかを測定できる仕組みについて検討されたい。

有効性

視点の種類

６　１次評価（２つの視点から評価を行う）

５　市民満足度調査結果（平成21年度実施分）
○この施策の満足度は3.137で全119施策の中で80番目。
○重要度は3.453で107番目である。
○改善要望度は-0.242で97番目である。

Ｈ20評価点

２次評価

9
評価結果に基づく区分（４項目の合計点数による）

　Ａ（9点以上）　　Ｂ（8点・7点・6点・5点）　　Ｃ（4点以下）

８　２次評価及び意見（１次、２次で評価に相違がある場合など、必要に応じて意見を記入）

A

７　課題と解決策（現状または、評価結果から）

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

4　2　1

4　2　1

市民満足度

合計
１次評価

Ａ

市民満足度調査によ
り市民ニーズを把握
し、市民の立場に立っ
て事業展開している

評価基準・
着眼点

4　2　1

前回（Ｈ20）評価結果との比較分析
または優先順位の最も高い指標以外で評価した理由

新たに設定した指標１は、平成20年度にアンケートを実施したため、比較
分析が行えない。したがって、指標２で評価を行った

4　2　1

新たに設定した指標１は、平成20年度にアンケートを実施したため、比較
分析が行えない。したがって、指標２で評価を行った

各事業が果たす施策
に対する目標の達成
度合いを把握し、効果
の高い事業を実施し
ている

評価点

コミュニティ活動の支援

津久井

南部

西部

北部

70歳以上

60代
50代

40代
30代

20代

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

2.0 2.5 3.0 3.5 4.0

　　平均　3.234

低い　←　満足度　→　高い

高
い
　←

　
重
要
度
　→

　
低
い

平均  3.892

施策 Ｈ21 ◆
年齢別 Ｈ21◇

施策 3.137 80位 3.453 107位
２０代 2.962 92位 3.600 89位
３０代 3.032 73位 3.333 105位
４０代 3.018 89位 3.306 110位
５０代 3.104 83位 3.466 103位
６０代 3.160 89位 3.475 108位
７０歳以上 3.380 56位 3.574 102位
北部 3.228 59位 3.475 107位
西部 3.176 70位 3.424 108位
南部 3.054 95位 3.431 103位
津久井 2.956 109位 3.451 101位

満足度 重要度
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